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1．はじめに

　プラスチック，食品，化粧品，薬
品，染料などの工業製品を製造する
多くの工場，研究所では可燃性粉じ
んによる火災や爆発（燃焼）の可能
性が常に存在する。これらの場所で
の人命にかかわるような事故の防止，
またプラント機械・装置の損傷によ
る操業停止，事業機会および利益損
失の防止は責任ある企業が真剣に考
えなければならない課題の一つであ
り，適切な安全管理が求められる。
爆発防護はその中でも最も重要な課
題である。

　爆発が発生した場合に想定される
被害
　・人命損失，負傷者の発生
　・技術と経験の損失
　・プラント機械・装置の破壊
　・事故調査に要する時間
　・ビジネスおよび利益の損失
　　（事業からの撤退も考えられる）
　・信用・評判の喪失
　・周辺プラントの二次災害
　・周辺家屋・人身への災害

　過去の事例から，一次爆発による
被害は大きくなくても，二次，三次

と連鎖的に爆発が拡大し大惨事に至
るケースが多い。これは爆発圧力と
爆風で周辺の粉じんを爆発連鎖に導
くことによるもので，一次爆発を封
じ込めたり，瞬時に爆発を大気開放
または消火・抑制すれば，この連鎖
を断ち切ることができる。殊に，医
薬，食品プラントのように屋内に設
置されるプラントは，連鎖を断ち切
り建屋内全体に拡大しないようにす
ることが重要である。

2．法令による安全装置の必要性

　爆発のリスクアセスメントと安全
措置の法体系はドイツの鉱山業とス
イスの製薬業界から発展してきてお
り，欧州と米国におのおの爆発防護
の法令がある。
　欧州（EU）では 20 年ほど前から
ATEXなどの規制・法整備が進み，
事業主はリスクの分析と，相応した
爆発放散，抑制，しゃ断等の安全措
置の設置義務がある。
　米国は 2007 年夏に NFPA（全米
防火協会）の指針（Guideline）が
基準（Standard）になり，安全措置
の設置が義務化された。 また，
OSHA（米国労働省 労働安全衛生
局）は NFPAとの迎合性をとるため
に National Emphasis Programを発
表し，新設または既設のプラント機
器・装置への遡及規制に大きな影響
が出ている。
　アジア太平洋では，中国，オース
トラリア，ニュージーランドで同様
の規制があり，その他の地域でも
ATEX，NFPAの考えを取り入れた
独自基準制定の動きがあり，海外に
建設するプラントを設計する場合，

どの安全規格を適用するか注意が必
要である。
　日本では，「爆発」は厚生労働省
の管轄で，従来，乾燥設備への爆発
放散設備の設置が義務づけられてい
るが，2006年（平成18年）の改正で，
労働安全衛生法 第 28 条の 2「爆発
リスクアセスメントの努力義務」が
新設された。さらに，2014 年（平
成 26 年）には「特定の化学物質
（640 種）のリスクアセスメントが
義務」化された。欧米のような爆発
防護に関するプログラムは今後の議
論を待つことになる。

　以下は各国の主要な指針・基準で
ある。
〈欧州（EU）〉
　・ ATEX directive 94/9/EC（防爆

指令）
　　 ATEX100aまたは事業主指令と
呼ばれ，定義されたゾーンに対
して機器の条件を課している。

　・ ATEX directive 99/92/EC（大
気中の爆発物に関する指令）
ATEX137 または USE指令と呼
ばれ，事業主に爆発に関する潜
在的な危険を調査させ，その危
険性に対処する適当な措置を講
ずることを義務としている。

　・ EN 14491（2006）：（爆発放散）
　　 粉じん爆発放散口の設計基準と

してVDI3673から発展してきた。
〈米国〉
　・NFPA68（2013）：爆発放散
　・NFPA69（2014）：爆発抑制
　　 爆発抑制・爆発しゃ断・スパー

ク検知を含む
　・ NFPA654（2013）：化学薬品，
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染料，プラスチックの各産業に
おける火災・粉じん爆発の防止

　・ OSHA Directive CPL 03-00-006
（2007）：

　　 Combust ible Dust Nat ional 

Emphasis Program

〈日本〉
　・労働安全衛生法：
　　 第 28 条の 2：爆発リスクアセ

スメント（努力義務）
　　 第 57 条の 2：特定の化学物質
（640 物質）のリスクアセスメ
ント（義務）

　・ 労働安全衛生規則：第四章 294
条 4 項

　・ 爆発，火災を防止するため乾燥
設備に爆発放散設備の設置（義
務）

　・ NIIS-TR-No34（2005）：爆発圧
力放散設備技術指針（改訂版）

　　 NFPA68：2002 年版をベースに
している。（産業安全研究所）

　・ JNIOSH-TR-47（2016）： 耐爆
発圧力衝撃形乾燥設備技術指針

　　 EN14460：2006，NFPA69：
2014 年版をベースにしている。
（労働安全衛生総合研究所）

3．リスクの定量化

3-1．可燃性粉じんの爆発特性
 爆発防護対策を検討するにはま

ず対象となる可燃性粉じん・ガスの
爆発特性を把握しなければならない。
以下は爆発のリスクを定量化する主
要なデータであるが，防護対策を検
討するのに特に重要なのは最大爆発
圧力 Pmaxと，爆発指数 Kst（ガス・

蒸気の場合は Kg）である（図 1）。

　・最大爆発圧力 Pmax

　・爆発指数 Kst

　・最小発火温度 MIT

　・最小着火エネルギーMIE

　Kstと Pmaxはは爆発の潜在的な威
力を示す。Kst＞0は爆発のリスクが
存在することを，Kstが大きいと爆
発の進行が速いことを意味する。
Pmaxは破壊力が大きいことを意味す
る。
　このパラメータは多くの予防・防
護技術の最適化に使用する。ただし，
これらのデータは粉じんの粒径など
によって変化するので，試料は対象
となるプロセスの標準的な状態のも
のであることが求められる。

3-2 ．爆発防護装置を設置すべき
装置

 粉じん爆発のリスクは粉体を取

り扱う以下の装置・容器に危険性が
ある。特に，粉砕，集じん，乾燥プ
ロセスは統計的に可能性が高い。ま
た，装置単体でリスク評価するので
はなく，配管・ダクトで接続された
隣接装置への爆発伝播の危険性も検
討する必要がある。

　・集じん機
　・乾燥機
　・ミル，粉砕機
　・バケットエレベータ
　・サイロ，ビン，ホッパ
　・混合機
　・オーブン
　・フィルター，ふるい
　・コンベア
　・送風機

4�．爆発防護対策の作動原理
（爆発過程の分解）

　万一爆発が発生すると図 2に示す
ような容器の強度を超える最大爆発

激しい爆発

圧力上昇率 dP/dT

弱い爆発

時間

Kst：
圧力上昇率 dP/dt
から定義される指数

Pmax：
最大爆発圧力

dP

dT

図 1　最大爆発圧力 Pmaxと爆発指数 Kst

Pmax

Pmax ：容器内で発生する最大爆発圧力
Pred ：爆発防護装置が作動した場合の最大圧力で，容器の最大強度以下になるようにする
Pstat ：静的な圧力で爆発防護装置が作動する圧力
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図 2　爆発対策による爆発防護過程

図 3　爆発防護装置の種類
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圧力（Pmax）が発生する。その前に
何らかの防護装置を爆発の初期段階
で作動（Pstat）させ，圧力の上昇を
容器の強度以下に制御・抑制（Pred）
し，容器を破壊から防護する。爆発
の被害を防護・低減化する安全措置
は以下のような技術を単独または組
み合わせて使用することで実現でき
る。

5�．爆発防護装置の特徴と導入
事例

　粉じん爆発を防護する安全措置は
図 3のような技術を単独または組み
合わせて使用することで実現できる。

　（1）爆発放散（Explosion Venting）
　　　 爆発圧力を放散し装置の破裂

を防止する設計
　（2） 爆発抑制  

（Explosion Suppression）
　　　 爆発を初期段階で消火・抑制

する設計
　（3） 爆発しゃ断  

（Explosion Isolation）
　　　 爆発放散と組み合わせて，機

械的または化学的に爆発の伝
播を断ち切る設計

　（4） 耐爆発圧力衝撃構造  

（Containment）
　　　 装置の耐圧を上げ爆発を内部

に封じ込める設計
　（5） 火花検知・消火（Spark   

Detection & Extinguishing）
　　　 粉じん粒子の発火（赤熱）や

くすぶりを検知し，火災や爆

発を予防する設計。

5-1．爆発放散；Explosion Venting
　爆発放散口は，爆発が発生する恐
れのある装置，ダクトなどに意図的
に弱い部分を設け，爆発が生じたと
きに圧力や高温の燃焼生成物を安全
に大気中に放散させ，装置を破壊か
ら護る爆発防護設計である。爆発放
散の場合，粉じん爆発は最後まで進
行し，火炎，圧力，および可燃物を
大気中に放出することに注意が必用
である。
　爆発放散した場合の圧力（Pred）
は適用したベントの面積に応じて変
化する。Predと容器の強度の関係は
以下の 2つのオプションがある。
　a．Pred≦許容最大強度：装置は清
掃後，再運用が可能
　b．Pred ≦破壊強度の 2/3：装置は
損傷を受け変形して，おそらく再運
用は不可
5-1-1．爆発放散口の設計

　爆発放散口の設置には米国の
NFPA68（2013），欧州の EN14491 
（2006）の基準，日本の産業安全研
究所の技術指針（2005）など最新年
度の基準・指針による正しい設計が
必要である。　
　以下に必要な検討事項と手順につ
いて述べる。

　（1） 爆発放散口を設ける装置の設
置場所

　爆発放散口は大気中（屋外）に直
接放散することが必要である。建物

や装置類が密集した場所に向けて放
散を行うと，意図したように内部圧
力を低下させられない場合がある。
　装置が屋内に設置され，大気中
（屋外）に直接放散できない場合は，
放散される火炎によって二次火災・
爆発が誘起される。二次爆発は着火
エネルギーが大きいので一次爆発よ
り大規模になり易く，絶対に避けな
ければならない。そのため，安全な
場所（屋外）に爆発を放散できる放
散用ダクトの設置が必要である。ま
たは，後で述べる消炎装置付（フレ
ームレス）爆発放散口の使用が必要
である。

　（2）爆発放散先の周辺の防護
　爆発放散によって放出される火炎
の到達距離は最大 60mに及ぶので，
取り付け位置および放散方向の選定
はこの点を十分考慮することが必要
である。同時に，爆風を受けること
により作業員の死傷や，周辺の装置
の破損が発生しないよう注意が必要
である。

　（3）作動した場合の注意点
　爆発放散によって生じる開口部か
ら未燃の可燃物が大気中に放出され
二次爆発が生じないよう可燃物の供
給を停止する必要がある。配管等に
よって接続された装置に爆発伝播し
ないよう機械的，化学的な爆発しゃ
断をすることが必要である。

　（4）装置の強度と放散圧力
　爆発放散口を設ける装置の最低強
度（耐圧力）は 10kPa以上必要で
ある。この強度は変形圧力か，破壊
圧力なのか明確にされなければなら
ない。
　爆発放散口は，爆発放散した場合
に装置内部に加わる圧力（放散圧
力：Pred）が，装置の強度を超えな
いよう設計する。
5-1-2 ．爆発放散口の設計手順  
（集じん機への設置例）1）

　集じん機の場合，図 4に示す位置
に爆発放散口を配置する。爆発放散
口の面積は以下の設計パラメータを
用いて産安研指針または NFPA68，
EN14491 の計算式から求める。

図 4 　爆発
放散口
の集じ
ん機へ
の設計
例（産
安研技
術指針
より）
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　（1）Kst〔Kg〕：可燃物の爆発指数
　（2） Pmax：装置内で発生する最大

爆発圧力
　（3） V：爆発放散口を設置する装

置の容積
　（4） アスペクト比 L/D：装置の

長さと直径の比
　（5） Pred：爆発放散口が作動した

場合の最大圧力。
　　 　容器の最大強度以下になるよ

うにする
　（6） Pstat：静的な圧力で爆発放散

口が作動する圧力。爆発放散
口の作動圧力

　（7） 放散ダクトの長さ Lv： 爆発
放散口が直接外気に面してい
ない場合に，圧力を外気に放
散させるためのダクトの長さ

　以下の場合は，面積の補正が必要
である。
　（1） アスペクト比（L/D）が 2を

超える
　（2） 爆発の初期圧力が 20kPa を

超える
　（3） 屋外への爆発放散ダクトを使

用する

　特定の装置（スプレードライヤ，
集じん機）の内容積は，個別の考え
方ができる。
5-1-3 ．破裂板式爆発放散口の  

種類（写真 1）
　爆発放散口には，（1）破裂板式，
（2）蝶番ドア式，（3）離脱パネル式
がある。ここでは破裂板式について
述べる。

　以下は代表的な破裂板式爆発放散
口である。設置場所に応じた適切な
型式を選定する必要がある。
　（1） バキューム，パルス圧対応型

（VSP-ST）：ドーム型単板，
耐負圧，耐脈動構造集じん機
など

　（2） サニタリー型（VSP-A）：ド
ーム型単板，耐負圧，耐脈動
構造，FDA 承認ガスケット
使用食品，医薬品プロセスな
ど

　（3） フラット型（VSE）：フラッ
ト型単板構造，大気圧，脈動
のないプロセスサイロ，貯蔵
ビンなど

　（4） コンポジット（複合） 型

（EXP/DV）：円形ドーム型複
合構造，バキュームサポート
付き耐真空，耐脈動構造脈動，
高温のある機械など建物（ビ
ルディング用）（VSB）：建物
（低強度の構造物）用アルミ
フレーム，ポリカーボネート
パネル

5-1-4 ．蝶番ドア式および離脱パ
ネル式爆発放散口の危険性
と注意点

　爆発は瞬間的に進行するので動的
な特性が非常に重要である。蝶番ド
ア式および離脱パネル式の爆発放散
口の質量は 12.2kg/m2 を超えないこ
とされているので安易に使用するべ
きではない。

　蝶番ドア式のように爆発放散後に
再び開口部が閉じる方式では，爆発
後に装置内のガスが冷却されること
で生じる負圧で装置が損傷しないよ
う注意が必要である。
5-1-5．爆発放散口の列置例
　以下に爆発放散口の設置例（産安
研指針より）を示す（写真 2～4）1）。

写真 1　爆発放散口の種類

バキューム・パルス圧対応
（VSP‒ST）

サニタリー対応
（VSP‒A）

コンポジット（複合）型
（EXP/DV）

建物（ビルディング）用
（VSB）

写真 2（左）　集じん機への設置例
写真 3（中）　ダクトへの設置例
写真 4（右）　サイロへの設置例
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5-2 ． フレームレス爆発放散口
（屋外への爆発放散）

　前述のとおり爆発放散時の火炎は
最大60mに及ぶ。フレームレス（消
炎型）爆発放散口（写真 5）は，立
地上火炎放出が許されない場合や，
屋外に爆発放散する放散用ダクトが
長くなる場合，ダクト設置スペース
が取れない場合，または屋外にアク
セスできない場合等の制約下で爆発
放散を可能にする。

　フレームレス爆発放散口（消炎ベ
ントともいう）は，破裂板式爆発放
散口に消炎素子（ステンレス製の精
細なメッシュの三次元フレームアレ

スター）を組み合わせている（図 5）。
消炎素子は，放散口を通過して粉じ
ん（燃焼・未燃焼を問わず）を飛散
させない，爆発の火炎を放出しない，
および高温ガスを内部に封じ込め外
に出さないように設計されている。
三次元メッシュは爆発によって生じ
る圧力波と粉じんを吸収するだけで
なく，爆発連鎖を阻止するヒートシ
ンクの働きをする。また，センサー
によるプロセスのシャットダウン機
能を有している。
　米国保険会社の研究機関である
Factory Mutual（FM）が性能試験を
行い，粉じん飛散がない，火炎放出
がない，Pred（放散時の最大圧力）

を保証しており選定の参考にできる。
　写真 6にフレームレス爆発放散口
のサイクロンへの設置例を示す。

5-3 ．爆発抑制；  
Explosion Suppression

　装置内で発生した爆発の圧力波を
初期段階で検知し，粉末状の消火・
抑制剤を高速で噴霧して燃焼を抑制
し爆発の進行を阻止する技術である。
　図 6のように，爆発の圧力波は音
速（約 300m/s）で進行する。一方，
火炎は 10m/s以下で進行しており，
初期段階の爆発を消火剤で消火・抑
制する時間が存在する。
　爆発抑制システムは，爆発を検知

従来の爆発放散
1,500℃の火炎，圧力波，粉塵が放散

IQRフレームレス爆発放散口による放散
直後の表面温度は100℃以下

水蒸気，煙，最小限の圧力波が放散

図 5　消炎のプロセス

写真 6 　フレームレス爆発放散口のサイク
ロンへの設置例

しゃ断

抑制 抑制

検知

大気大気
しゃ断

しゃ断

図 7　爆発抑制システムの設計例

写真 7 　ピンチ  

バルブ式  

しゃ断弁

写真 5　フレームレス爆発放散口

初期火炎速度～10m/s
圧力波＜300m/s

噴出されるとすぐに
燃焼反応を抑制する

検知器

N2 消火剤 Fire ball

圧力波は火炎より速く到達するので，
初期段階の爆発に対応する時間が存在する

図 6　爆発抑制の原理
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するセンサー（通常は圧力），消
火・抑制剤を充填した抑制・しゃ断
用キャノン，およびシステムを制御
するモニターで構成される。図 7に
爆発抑制システムの設計例を示す。
　集じん機本体は抑制キャノンで爆
発を抑制し，配管上にしゃ断キャノ
ンを設置して消火・抑制剤によるバ
リアーを形成し，化学的なしゃ断弁
として後述する機械式しゃ断弁と同
様に爆発伝播を防止する。

5-4 ．爆発しゃ断；  
Explosion Isolation

　爆発しゃ断は，発生した爆発が配
管やダクト内を伝播し接続された装
置の破壊や人災を防止することにあ
る。配管上に設置して機械的にしゃ
断する方式と，消火・抑制剤を使用
する化学的なしゃ断などさまざまな
方式がある。

5-4-1 ．ピンチバルブ式しゃ
断弁（機械式；写真 7）

　空気圧作動のインフレーター
バリアとして，装置間をつなぐ
配管上に設置し，爆発放散口や
爆発抑制システムからの信号，また
は専用の圧力センサーにより起動し
爆発伝播を阻止する。
　爆発しゃ断ピンチバルブ（IVE）
は常時オープンでセンサーからの信
号を受けると，ゴム製スリーブが空
気圧で瞬時（数ミリ秒）に閉鎖され，
装置を連結する配管を通して爆発の
伝播を阻止する。
5-4-2 ．スライドゲート式しゃ  

断弁（機械式；写真 8）
　スライドゲート型の高速しゃ断バ
ルブで，接続配管上に設置し爆発伝
播を阻止する。爆発放散口や爆発抑
制システムからの信号，または専用
の圧力センサーで起動する。
　高速しゃ断弁は常時オープンでセ

ンサーからの信号を受けると，スラ
イドゲートが瞬時に閉鎖され装置を
連結する配管を通して爆発が伝播す
るのを阻止する。
5-4-3 ．フロート式しゃ断弁（機

械式；図 8）
　インラインに設置したフロートが，
爆発の圧力波や，スプリングまたは外
部推進力で作動し管路をしゃ断する。
　粉じん濃度が高い場合には不向き
だが流動層乾燥機やフィルターの清
浄空気側に使用できる。
5-4-4 ．フラップ式しゃ断弁（機

械式；図 9）
　平常運転時はエアフローでフラッ
プは開いていて，爆発で発生する背
圧でバルブが閉まる。粉じん濃度が

図 8　フロート式しゃ断弁

図 9　フラップ式しゃ断弁
写真 8 　スライドゲー

ト式しゃ断弁

しゃ断

大気大気

消炎
ベント
消炎
ベント

しゃ断

しゃ断

図 11 　集じん機に消炎ベントと配管に
機械式しゃ断弁

Suppression
Agent

Isolation
Cannon

図 10　直径 900mmの配管に消火剤によるしゃ断バリア



16 化 学 装 置

低い場合に適している。
5-4-5 ．消火剤式しゃ断（化学式）

　専用の圧力センサーや，爆発放散
口のセンサーで起動させ，火炎の消
火・抑制剤を配管内に向けて噴出し
火炎の伝播を防止する。図 10に直
径 900mmの配管に消化剤噴出によ
るしゃ断バリア。
5-4-6 ．爆発放散口としゃ断弁の

組み合わせ
　近年の事故事例で，一次爆発が
次々に伝播して連鎖的に爆発しプロ
セス全体を破壊してしまう大事故に
拡大したことがあった。このような
ことを防護するにはしゃ断対策が重
要である。
　集じん機本体は消炎ベント（フレ
ームレス爆発放散口）で爆発を放
散・消炎し，配管上にしゃ断弁を設
置して爆発伝播を防止する。前述の
化学式しゃ断との組み合わせも可能
である（図 11）。

5-5 ．耐爆発圧力衝撃構造；  
Containment

　耐爆構造とは，大気中に放出でき

ない毒性・人体に悪影響を及ぼす高
活性の粉じんやガスを取り扱う装置
内で万一爆発が発生しても，大気中
に放出しないように最大爆発圧力に
耐えるよう計画・設計するものであ
る。
　機械装置本体の耐圧を上げるだけ
でなく，装置に接続された配管に機
械式爆発しゃ断弁を設置し，火炎・
爆発圧力の伝播を防止する必用があ
る（図 12）。2016 年 3 月にこの技術
に関する技術指針が発効され。最近
注目されている技術である2）。

5-6 ．火花検知・消火（スパーク
検知・消火；図 13）

　粉体空気搬送ダクトなどに設置し
た検知器により，熱または近赤外光
を検知することで，粉じん爆発・火
災の原因となる火花，燃えさし，高
温粒子を検出し，検知器の下流側に
設置した消火ユニットでこれらを消
火・除去して，爆発や火災の発生を
予防する技術である。前項までの爆
発防護（被害軽減）対策と併用する
ことで最大限の効果を発揮する。

　図14に集じん機への設置例を示す。

6．おわりに

　近年，世界的には粉じん爆発に対
する理解度が深まり，それに対する
研究ならびに対策も進んできており，
異なる技術を複合して対処すること
が日常化している。個々の状態は異
なっており，注意深くプロセスを見
極め，正常な状態と非正常な状態を
理解することが肝要である。非正常
な状態において，一般的に最も深刻
な爆発事故のリスクが高いのは言う
までもない。
　日本の法体系は欧米に比べ進んで
いないが，法令にとらわれず欧米の
技術を参考に安全への対策を自主的
に検討することが重要である。
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図 13　スパーク検知・消火システム（SparkEx）
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